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_ 入札書の提出期間、提出場所及び提出方法
ア 提出期間 電子入札システムによる入札
の場合は、平成25年12月25日から同年12月
27日までの毎日、午前８時から午後10時ま
で。ただし、最終日は正午まで。紙入札方
式による場合は、平成25年12月27日午前９
時から正午まで。郵送等による入札の場合
は、平成25年12月27日正午必着。
イ 提出場所 紙入札方式による場合は、\

に同じ。
ウ 提出方法 電子入札システムにより提出
すること。ただし、紙入札方式による場合
は、持参又は郵送等により提出すること。

` 開札の日時及び場所
ア 開札日時 平成26年１月８日午後４時30

分
イ 開札場所 中国四国防衛局５階会議室

５ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日本
銀行広島支店）。ただし、利付国債の提供（取
扱官庁 中国四国防衛局）又は銀行等の保証
（取扱官庁 中国四国防衛局）をもって入札
保証金の納付に代えることができる。また、
入札保証保険契約の締結を行った場合は、入
札保証金を免除する。

^ 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、提出場所及び提出方法
ア 提出期間 平成25年12月４日から同年12

月27日まで（利付国債の提供の場合は平成
25年12月17日）の行政機関の休日を除く毎
日、午前９時から午後５時（正午から午後
１時までの間を除く。）まで。ただし、最終
日は正午までとする。
イ 提出場所 上記４\に同じ。
ウ 提出方法 書類の提出は、持参又は郵送
等によるものとする。

_ 契約保証金 免除。ただし、落札者は、公
共工事履行保証証券による保証（瑕疵担保特
約を付したものに限る。）を付するものとす
る。この場合の保証金額は、請負代金の10分
の３以上とする。

` 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は技術資料に
虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関
する条件に違反した入札は無効とする。

a 落札者の決定方法 落札者は、上記３に定
めるところに従い評価値の最も高い者を落札
者とする。ただし、落札者となるべき者の入
札価格によっては、その者により当該契約の
内容に適合した履行がなされないおそれがあ
ると認められるとき、又はその者と契約を締
結することが公正な取引の秩序を乱すことと
なるおそれがあって著しく不適当であると認
められるときは、予定価格の制限の範囲内で、
発注者の定める最低限の要求要件をすべて満
たして入札した他の者のうち、評価値が最も
高い者を落札者とすることがある。

b 配置予定の監理技術者等の確認 落札者決
定後、発注者支援データベース・システム等
により配置予定の監理技術者等の専任制違反
の事実が確認された場合、契約を結ばないこ
とがある。
なお、種々の状況からやむを得ないものと
して承認された場合の外は、配置予定技術者
の変更を認めない。

c 落札者となるべき者の入札価格が予決令第
85条の規定に基づいて作成された基準（以下
「調査基準価格」という。）を下回っている場
合は、予決令第86条の調査（以下「低入札価
格調査」という。）を行うので、協力しなけれ
ばならない。

d 専任の監理技術者等の配置が義務付けられ
ている工事において、調査基準価格を下回っ
た価格をもって契約する場合においては、監
理技術者等とは別に同等の要件を満たす技術
者の配置を求めることがある（詳細は、入札
説明書による。）。

e 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては、前金払の割合を請負代金額の10分の２
以内とする。

Ĉ 手続における交渉の有無 無。
D̂ 契約書作成の要否 要。
Ê 施工体制の確認のため、ヒアリングを行う。
F̂ 技術提案の可否及び評価の有無について
は、競争参加資格の確認の通知に併せて通知
する。

Ĝ 本工事に係る申請書及び技術資料の提出に
当たって、技術提案により施工しようとする
場合は、その内容を示した技術提案書を提出
すること。ただし、技術提案が適正と認めら
れなかった場合においては標準案により入札
に参加ができる。また、標準案に基づいて施

工しようとする場合は、標準案によって入札
に参加する旨を記載した書面を提出すること
（詳細は、入札説明書による。）。

Ĥ 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４\に同じ。

Î 競争参加資格の級別の格付を受けていない
者の参加 上記２]に掲げる競争参加資格の
級別の格付を受けていない者も特定建設工事
共同体の構成員となり又は単体として上記４
^により申請書及び技術資料を提出すること
ができるが、競争に参加するためには、開札
の時において、当該資格の格付を受け、かつ、
特定建設工事共同企業体又は単体として競争
参加資格の確認を受けていなければならな
い。

Ĵ 詳細は、入札説明書による。
６ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takafumi Fujii, Director

General, Chugoku-Sikoku Defense Bureau,

MOD

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : Paving

work for apron in area Í, Iwakuni Air

Base (JFY 2013)

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

November 14, 2013, 12 : 00 noon

` Time-limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : December 27,

2013, 12 : 00 noon

a Contact point for tender documentation :

Contract Division, Administration Depart-

ment, Chugoku-Shikoku Defense Bureau,

6`30, Kamihatchobori, Naka-ku, Hiros-

hima-shi, Hiroshima-ken 731`0012, JA-

PAN TEL 082`223`7233

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年 10月 25日

支出負担行為担当官
沖縄防衛局長 武田 博史

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 47

〇第５号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 空自那覇G̃格納庫等新設建築工事

^ 工事場所 沖縄県那覇市（航空自衛隊那覇
基地内）

_ 工事内容 本工事は、空自那覇基地内にお
ける以下の施設の整備に係る建築工事一式を
行うものである。
・格納庫新設（Ｓ`１／延べ面積約4¶184fl）
〔設計・施工一括発注方式対象部分〕
・サイドショップ新設（ＲＣ`２／延べ面積
544fl）
・油脂庫新設（ＲＣ`１／延べ面積20fl）
・自転車置き場新設（ＲＣ`１／延べ面積
20fl）

` 工期 平成28年３月31日まで
a 使用する主要な資機材（設計・施工一括発
注方式部分を除く。） コンクリート約810‚、
鉄骨約840ｔ、鉄筋約90ｔ、板ガラス約430fl

b 本工事は、入札時に「企業による技術提案」
を受け付け、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価方式の
うち、品質確保のための施工体制及びその他
の施工体制の確保状況を確認し、施工内容を
確実に実現できるかどうかについて審査し、
評価を行う施工体制確認型総合評価方式の試
行対象工事である。

c 本工事は、基本的な要求性能等に基づき、
設計及び施工を一括して発注する設計・施工
一括発注方式であり、所要の資格要件を有し
ているほか、提出された設計提案書（以下「提
案書」という。）が適正と認められた者に参加
資格を与えるものとする。

d 本工事は、cの提案書の審査において、提
案についての改善を求め、提案を改善する機
会を与える。また、提案を実施するために必
要な設計数量及び単価表等の見積の提出を求
め、予定価格を定めるものとする。

e 本工事は、総価契約単価合意方式の試行工
事である。本工事では、受発注者間の双務性
の向上とともに、契約変更等における協議の
円滑化を図るため、詳細設計完了後の変更契
約後、受発注者間の協議により総価契約の内
訳として単価等を合意することとする。なお、
本方式の試行にあたっては、「総価契約単価合
意方式試行要領」に基づき行うものとする。
また、総価契約単価合意方式の試行にあ
たっては、単価等を個別に合意する方式を基
本とすることとする。
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